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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 第36期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在するものの、当社株式は非上

場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

４ 当社は、平成16年８月20日付で株式１株につき10株の分割を行っております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,019,599 1,326,545 1,033,689 2,289,983 2,705,115

経常利益 (千円) 291,485 441,584 113,260 721,191 863,305

中間(当期)純利益 (千円) 158,889 243,786 78,446 399,084 493,475

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 160,000 398,000 421,625 398,000 419,000

発行済株式総数 (株) 3,200,000 3,600,000 3,735,000 3,600,000 3,720,000

純資産額 (千円) 1,369,462 2,346,913 2,575,173 2,211,714 2,641,082

総資産額 (千円) 2,009,653 3,193,161 3,260,774 2,895,443 3,502,629

１株当たり純資産額 (円) 427.96 651.92 689.47 614.37 709.97

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 49.65 67.72 21.04 123.36 136.85

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ─ 65.18 20.92 117.88 131.78

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ 30.00 40.00

自己資本比率 (％) 68.1 73.5 79.0 76.4 75.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 369,954 343,966 1,859 523,855 720,887

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △91,946 △36,744 △462,769 △117,774 △169,302

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △96,000 △106,256 △142,746 497,646 △64,713

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 929,650 1,852,335 1,534,585 1,651,370 2,138,242

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
120
(15)

125
(17)

131
(18)

115
(18)

127
(18)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において当社グループ(当社及び当社の関係会社)の営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。 

 なお、受託業務の特定部門を担当することを目的に東京都千代田区に「株式会社ライジングプロ」、ま

た西日本地域における開発拠点の確立を目的に大阪市に「株式会社プロシップフロンティア」をそれぞれ

設立いたしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

  当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
 (注)  従業員は就業人数であり、臨時雇用者数（パートタイマー、期間契約社員を含みます。）は、当中間会計期間 

       の平均人数を（ ）外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 131(18)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加に加え、個人消

費の緩やかな上昇基調等、着実な景気回復の傾向が見え始めたものの、原油価格の高騰や長期金利の上

昇に伴う景気減速懸念等の不安要因もあり、予断を許さない状況で推移いたしました。 

 情報サービス産業におきましては、企業の情報化投資も増加傾向で進み、経営の環境変化に対応する

ため、情報システムも経営戦略の展開と同様なスピードと柔軟性、拡張性が求められております。 

 このような状況の中で当社は、“ハイブリッドシステムソリューション・モデル”の展開で、顧客の

期待を超えるソリューションの提供に努めてまいりました。 

 当中間会計期間においては、上期に受注を見込んでいた大型案件が下期にずれ込んだことによりライ

センス計上ができなかったこと、及びユーザー企業において内部統制制度対応の動向を見極めるため、

業務システム導入に慎重さが見られたこと等から、売上高は前年を下回りました。 

 また、利益面においても、上記の要因による売上高の減少に対し、計画どおりの新製品・新機能開発

投資を進めたことから、前年を大幅に下回りました。 

 以上の結果、当中間会計期間の売上高は10億33百万円（前年同期比22.1％減）、営業利益は１億６百

万円（同75.7％減）、経常利益は１億13百万円（同74.4％減）、中間純利益は78百万円（同67.8％減）

となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ６億

３百万円減少（前事業年度末比28.2％減）し、当中間会計期間末には15億34百万円となりました。 

 当中間会計期間中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は１百万円（前年同期比99.5％減）となりまし

た。これは主に、売上債権の回収による収入等があったものの、税引前中間純利益が１億15百万円と大

幅に減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は４億62百万円（同1159.4％増）となりまし

た。これは主に、定期預金の預入による支出、販売用ソフトウェアのバージョンアップに関する無形固

定資産の取得による支出、子会社への出資による支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は１億42百万円（同34.3％増）となりました。

これは主に、配当金の支払いによるものであります。 

  



２ 【受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

当中間会計期間の受注状況を品目別に示すと、以下のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は販売価額によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ パッケージにはユーザー固有のカスタマイズを伴わないパッケージライセンスに係る受注も含んでおりま

す。 

４ 運用管理等には商品受注を含んでおります。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 運用管理等には商品売上を含んでおります。 

３ 前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

  

 
  

品目別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

パッケージ 804,633 74.2 690,728 112.9

保守 162,997 117.9 147,042 129.2

受託 106,385 50.0 4,590 23.9

運用管理等 119,640 76.6 1,387 313.1

合計 1,193,656 75.0 843,747 113.2

品目別
当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前年同期比(％)

パッケージ (千円) 661,869 76.4

保守 (千円) 151,312 137.5

受託 (千円) 102,195 52.8

運用管理等 (千円) 118,311 75.3

合計 (千円) 1,033,689 77.9

相手先

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱フジミック ― ― 132,572 12.8

富士通㈱ 115,239 8.7 103,727 10.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、グローバル化と経営変革の進展により激化する市場競争の中で、主に上場企業・中堅成長企業

に対し、高度化・複雑化・広域化する情報システムニーズに的確に応えられる「ProPlus」シリーズを基

軸とした、更なるSpecialityの高いパッケージソリューションを実現することを目的に、研究開発に取り

組んでおります。 

 当中間会計期間においては、主に「ProPlus固定資産システム」の次期バージョンの開発を行い、この

結果、研究開発費の総額は188,219千円となっております。 

 

 

 

 

 

 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
 (注) 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

    されたものは含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,880,000

計 14,880,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 3,735,000 3,735,000
株式会社ジャスダ
ック証券取引所

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 3,735,000 3,735,000 ─ ─



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。 

イ 平成15年６月24日開催の定時株主総会決議に基づく新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から従業員の退

職等により消滅した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じた数のことであります。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。 

 
(１株未満の株式は切り捨てる) 

３ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。 
  

   
４ 平成16年８月２日開催の取締役会決議により、平成16年８月20日をもって１株を10株に分割しております。

５ 権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 17 17

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 17,000 17,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 350 同左

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日から
平成21年９月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  350
資本組入額 175

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、権利行
使時において当社又は当
社子会社、関連会社の取
締役、監査役、従業員
(顧問を含む)の地位を保
有していることを要す
る。但し、定年退職等一
定の事由に該当する場合
には、この限りでない。

② 新株予約権の行使に関す
るその他の条件について
は、株主総会及び取締役
会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契
約に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入、そ
の他一切の処分は認めない。
新株予約権者が権利行使可能
日以後に死亡した場合、一定
の要件の範囲内で相続人は権
利行使できる。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率



ロ 平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づく新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から従業員の退

職等により消滅した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じた数のことであります。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。 

 
(１株未満の株式は切り捨てる) 

３ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。 
  

   
４ 権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 1,657 1,657

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 165,700 165,700

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,610 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から
平成22年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  2,610
資本組入額 1,305

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、権利行
使時において当社又は当
社子会社、関連会社の取
締役、監査役、従業員
(顧問を含む)の地位を保
有していることを要す
る。但し、定年退職等一
定の事由に該当する場合
には、この限りでない。

② 新株予約権の行使に関す
るその他の条件について
は、株主総会及び取締役
会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契
約に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入、そ
の他一切の処分は認めない。
新株予約権者が権利行使可能
日以後に死亡した場合、一定
の要件の範囲内で相続人は権
利行使できる。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率



ハ 平成17年６月24日開催の定時株主総会決議に基づく新株予約権 

  

 
(注) １ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から従業員の退

職等により消滅した新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を減じた数のことであります。 

２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整され

ます。 

 
(１株未満の株式は切り捨てる) 

３ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、払込金額は次の算式により調整されます。 
  

   
４ 権利行使期間には、一定の停止条件による新株予約権の権利行使の禁止期間が定められております。 

  

区分
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 30 30

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 3,000 3,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,615 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から
平成22年６月30日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  2,615
資本組入額 1,308

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、権利行
使時において当社又は当
社子会社、関連会社の取
締役、監査役、従業員
(顧問を含む)の地位を保
有していることを要す
る。但し、定年退職等一
定の事由に該当する場合
には、この限りでない。

② 新株予約権の行使に関す
るその他の条件について
は、株主総会及び取締役
会決議に基づき、当社と
新株予約権者との間で締
結する新株予約権割当契
約に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入、そ
の他一切の処分は認めない。
新株予約権者が権利行使可能
日以後に死亡した場合、一定
の要件の範囲内で相続人は権
利行使できる。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
 (注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社のうち、信託業務に係る株式数は、405千株であります。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 
（注）

15,000 3,735,000 2,625 421,625 2,625 387,225

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

鈴 木 勝 喜 東京都立川市 1,755 47.01

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－11 405 10.86

長谷部 政 利 東京都練馬区 173 4.64

中 野 正 義 東京都三鷹市 155 4.15

バンクオブニューヨーク 
ジーシーエムクライアント 
アカウンツイーアイエスジー 
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

PETERBOROUGH COURT
133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, 
UNITED KINGDOM 
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１カスト
ディ業務部)

137 3.68

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 
505030(常任代理人 株式会社 
みずほコーポレート銀行)

WORLD TRADE CENTER STRAWINSKYL ANN
1455 1077XX AMSTERDAM NETHERLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６－７)

47 1.26

川久保 真由美 東京都世田谷区 45 1.21

今 泉   智 東京都杉並区 45 1.20

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社)

25 Cabot Squre, Canary Wharf, 
London E14 4QA England 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20－３恵比寿ガ
ーデンプレイスタワー)

37 1.00

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 29 0.80

計 ― 2,830 75.80



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであり

ます。 

退任役員 

 
(注) 死亡による退任であります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ―     ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,734,700 37,347
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 普通株式    300 ― 同上

発行済株式総数 3,735,000 ― ―

総株主の議決権 ― 37,347 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社プロシップ
東京都千代田区神田司町
二丁目８番

10 ― 10 0.00

計 ― 10 ― 10 0.00

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,990 2,875 2,890 2,820 2,700 2,255

最低(円) 2,800 2,565 2,600 2,500 2,220 2,105

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 システム開発副本部長 福味 郁二 平成18年12月４日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間財務諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人による中間監査を受けて

おります。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。

  

３ 中間連結財務諸表について 

中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令第24号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な

判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
  

  

資産基準 4.81％

売上高基準 4.72％

利益基準 1.53％

利益剰余金基準 0.09％



  【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

  (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,192,455 2,224,640 2,478,389

 ２ 売掛金 564,173 399,672 547,302

 ３ たな卸資産 65,474 77,110 35,623

 ４ その他 ※１ 91,963 115,775 69,516

   流動資産合計 2,914,066 91.3 2,817,198 86.4 3,130,831 89.4

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物附属設備 855 582 692

  ２ 工具器具備品 14,074 12,153 11,616

   有形固定資産合計 14,929 12,735 12,309

 (2) 無形固定資産 82,040 132,998 107,646

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 18,590 21,450 22,770

  ２ 関係会社株式 ※３ ─ 60,000 30,000

  ３ 関係会社出資金 4,827 34,845 34,845

  ４ 保証金 42,222 42,022 42,247

  ５ 保険積立金 53,751 65,736 61,082

  ６ 繰延税金資産 62,035 70,055 59,496

  ７ その他 698 3,732 1,400

   投資その他の資産 
   合計

182,125 297,842 251,842

   固定資産合計 279,095 8.7 443,576 13.6 371,798 10.6

   資産合計 3,193,161 100.0 3,260,774 100.0 3,502,629 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

  (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 115,612 168,405 130,651

 ２ 未払法人税等 240,240 47,338 240,125

 ３ 賞与引当金 95,931 95,931 43,334

 ４ 役員賞与引当金 18,000 17,502 35,900

 ５ その他 ※１ 185,202 173,988 225,985

   流動負債合計 654,985 20.5 503,166 15.4 675,997 19.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期未払金 25,543 17,779 21,934

 ２ 退職給付引当金 53,798 52,735 51,695

 ３ 役員退職慰労引当金 111,921 111,921 111,921

   固定負債合計 191,263 6.0 182,435 5.6 185,550 5.3

   負債合計 846,248 26.5 685,601 21.0 861,547 24.6

  (資本の部)

Ⅰ 資本金 398,000 12.5 ─ ─ 419,000 12.0

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 363,600 ─ 384,600

   資本剰余金合計 363,600 11.4 ─ ─ 384,600 11.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 34,050 ─ 34,050
 
 

 ２ 任意積立金 12,371 ─ 12,371

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益

1,537,514 ─ 1,787,203

   利益剰余金合計 1,583,936 49.6 ─ ─ 1,833,625 52.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,376 0.0 ─ ─ 3,856 0.1

   資本合計 2,346,913 73.5 ─ ─ 2,641,082 75.4

   負債資本合計 3,193,161 100.0 ─ ─ 3,502,629 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

  (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 421,625 12.9 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 387,225 ―

   資本剰余金合計 ― ― 387,225 11.9 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 34,050 ―

  (2) その他利益剰余金

    プログラム等準備金 ― 7,371 ―

    別途積立金 ― 5,000 ―

    繰越利益剰余金 ― 1,716,850 ―

   利益剰余金合計 ― ― 1,763,272 54.1 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △22 0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 2,572,099 78.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 3,073 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 3,073 0.1 ― ―

   純資産合計 ― ― 2,575,173 79.0 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 3,260,774 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,326,545 100.0 1,033,689 100.0 2,705,115 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 550,325 41.5 502,256 48.6 1,104,463 40.8

   売上総利益 776,220 58.5 531,433 51.4 1,600,651 59.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 338,250 25.5 424,809 41.1 746,994 27.6

   営業利益 437,969 33.0 106,623 10.3 853,656 31.6

Ⅳ 営業外収益 3,615 0.3 6,728 0.7 9,742 0.4

Ⅴ 営業外費用 ─ ─ 92 0.0 94 0.0

   経常利益 441,584 33.3 113,260 11.0 863,305 31.9

Ⅵ 特別利益 3,200 0.2 1,774 0.1 7,740 0.3

Ⅶ 特別損失 ─ ─ ─ ─ 61 0.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

444,784 33.5 115,034 11.1 870,984 32.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

※２ 239,428 41,223 400,401

   法人税等調整額 ※２ △38,430 200,998 15.2 △4,635 36,588 3.5 △22,892 377,509 14.0

   中間(当期)純利益 243,786 18.4 78,446 7.6 493,475 18.2

   前期繰越利益 1,293,728 ─ 1,293,728

   中間(当期)未処分 
   利益

1,537,514 ─ 1,787,203



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
 (注)  平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 

合計資本準備金
資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計プログラム

等準備金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
              (千円)

419,000 384,600 384,600 34,050 7,371 5,000 1,787,203 1,833,625 ─ 2,637,225

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 2,625 2,625 2,625 5,250

 剰余金の配当 (注) △148,800 △148,800 △148,800

 中間純利益 78,446 78,446 78,446

 自己株式の取得 △22 △22

 株主資本以外の項目 
  の中間会計期間中の 
  変動額(純額)
中間会計期間中の変動額
合計          (千円)

2,625 2,625 2,625 ─ ─ ─ △70,353 △70,353 △22 △65,125

平成18年９月30日残高 
              (千円)

421,625 387,225 387,225 34,050 7,371 5,000 1,716,850 1,763,272 △22 2,572,099

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

平成18年３月31日残高(千円) 3,856 3,856 2,641,082

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 5,250

 剰余金の配当 (注) △148,800

 中間純利益 78,446

 自己株式の取得 △22

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△782 △782 △782

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△782 △782 △65,908

平成18年９月30日残高(千円) 3,073 3,073 2,575,173



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 444,784 115,034 870,984

   減価償却費 38,060 24,862 87,000

   賞与引当金の増加額 57,306 52,597 4,709

   役員賞与引当金の増減額 △13,900 △18,398 4,000

   退職給付引当金の増減額 △1,948 1,039 △4,052

   受取利息及び受取配当金 △273 △1,231 △570

   匿名組合投資収益 △3,038 △4,155 △6,648

   売上債権の増減額 △38,319 147,630 △21,449

   たな卸資産の増減額 △15,999 △41,486 13,852

   仕入債務の増加額 9,423 37,754 24,463

   長期前払費用の増減額 397 △2,959 397

   その他 22,146 △81,308 63,962

     小計 498,640 229,378 1,036,648

   利息及び配当金の受取額 273 245 511

   利息の支払額 ─ △92 △94

   法人税等の支払額 △154,947 △227,671 △316,178

   営業活動によるキャッシュ・フロー 343,966 1,859 720,887

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △27 △349,907 △54

   子会社への出資による支出 ─ △30,000 △64,845

      関係会社短期貸付金の貸付による支出 ─ △30,000 ─

   有形固定資産の取得による支出 △3,497 △3,485 △4,881

   無形固定資産の取得による支出 △25,175 △47,155 △95,986

   長期貸付金の回収による収入 170 616 618

   敷金保証金の減少による収入 ─ 225 ─

   保険積立金の積立による支出 △3,387 △4,653 △13,687

   その他 △4,827 1,590 9,534

   投資活動によるキャッシュ・フロー △36,744 △462,769 △169,302

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   配当金の支払額 △106,256 △147,974 △106,713

   株式の発行による収入 ─ 5,250 42,000

   自己株式の取得による支出 ─ △22 ─

   財務活動によるキャッシュ・フロー △106,256 △142,746 △64,713

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 200,964 △603,656 486,871

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,651,370 2,138,242 1,651,370

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末) 
  残高

※ 1,852,335 1,534,585 2,138,242



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

    子会社株式及び関連会社株式

─────

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)を採用しております。

(1) 有価証券

    子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法を採

  用しております。

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しておりま

す。

   

(1) 有価証券

    子会社株式及び関連会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)を採用しております。

(2) たな卸資産

  商品

    個別法による原価法を採用

しております。

(2) たな卸資産 

  商品

同左

(2) たな卸資産 

  商品

─────

  仕掛品

    個別法による原価法を採用

しております。

  仕掛品

同左

  仕掛品

同左

  貯蔵品

    最終仕入原価法による原価

法を採用しております。

  貯蔵品

同左

  貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しておりま

す。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

   定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法、市場販売目的の

ソフトウェアについては見込

販売期間(３年以内)における

見込販売数量に基づく償却額

と販売可能な残存販売期間に

基づく均等配分額を比較し、

いずれか大きい額を計上する

方法を採用しております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充て

るため、当中間会計期間に負

担すべき支給見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充て

るため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上してお

ります。

(3) 役員賞与引当金

   役員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額を計上して

おります。

(3) 役員賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

同左

(4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務(期末自己都

合要支給額の100％相当額)を

計上しております。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務(期末自己都合要

支給額の100％相当額)を計上

しております。



 
  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支払に

備えるため、役員退職慰労金

規程による中間期末要支給額

を計上しております。

   なお、当社は平成15年４月

より役員退職慰労金の内規を

廃止したため、新たな役員退

職慰労引当金の繰入はおこな

っておりません。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支払に

備えるため、役員退職慰労金

規程による期末要支給額を計

上しております。

   なお、当社は平成15年４月

より役員退職慰労金の内規を

廃止したため、新たな役員退

職慰労引当金の繰入はおこな

っておりません。

４ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

同左

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありま

せん。

───── （固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は2,575,173

千円であります。なお、当中間会計

期間における中間貸借対照表の純資

産の部については、中間財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しておりま

す。

─────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 消費税等の取扱い

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺の上、金額的重

要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

※１ 消費税等の取扱い

     仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺の上、金額的重

要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。

※１    ─────

 

 

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額        21,170千円

※３    ─────

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額       27,751千円

※３    ─────

※２ 有形固定資産の減価償却累計

額       24,692千円

※３ 関係会社株式30百万円は、 

   株式会社ライジングプロ（平 

    成18年４月３日設立）に対す  

    る新株式払込金であります。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 減価償却実施額

    有形固定資産     3,412千円
       無形固定資産    34,648

 ※２       ─────

※１ 減価償却実施額

       有形固定資産     3,059千円
       無形固定資産    21,803

 ※２ 中間会計期間に係る納付税額
   及び法人税等調整額は、当事 
   業年度におけるプログラム等 
   準備金取崩しを前提として、 
   当中間会計期間に係る金額を 
   計算しております。

※１ 減価償却実施額

      有形固定資産     7,147千円
      無形固定資産    79,853

※２       ─────



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

          新株予約権の行使による増加   15,000株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   10株 

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

  該当事項はありません。 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 3,720,000 15,000 ─ 3,735,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) ─ 10 ─ 10

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 148,800 40 平成18年３月31日 平成18年６月23日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

 前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 当社はリース取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社はリース取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 当社はリース取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成17年９月30日現在)

(千円)

現金及び 
預金勘定

2,192,455

預入期間が 
３か月を超える 
定期預金

△340,119

現金及び 
現金同等物

1,852,335

 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

(千円)

現金及び
預金勘定

2,224,640

預入期間が
３か月を超える
定期預金

△690,054

現金及び
現金同等物

1,534,585

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

(千円)

現金及び
預金勘定

2,478,389

預入期間が
３か月を超える 
定期預金

△340,147

現金及び
現金同等物

2,138,242



(有価証券関係) 

 前中間会計期間末(平成17年９月30日現在) 

 １. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

 当中間会計期間末(平成18年９月30日現在) 

 １. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

  ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

 前事業年度末(平成18年３月31日現在) 

 １. その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

 前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

 前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 16,268 18,590 2,321

合計 16,268 18,590 2,321

取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 16,268 21,450 5,181

合計 16,268 21,450 5,181

中間貸借対照表計上額(千円)

子会社株式
  非上場株式

60,000

取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 16,268 22,770 6,501

合計 16,268 22,770 6,501



(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

  



次へ 

(持分法損益等) 

 前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

 当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

 前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  



次へ 

(１株当たり情報) 

  

 
(注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
  ２ １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎 

 は、以下のとおりであります。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 651.92円 １株当たり純資産額 689.47円 １株当たり純資産額 709.97円

１株当たり中間純利益金額 67.72円 １株当たり中間純利益金額 21.04円 １株当たり当期純利益金額 136.85円

 

潜在株式調整後１株当たり 
中間純利益金額

65.18円

 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額

20.92円
 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

131.78円

前中間中間会計期間
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末 
（平成18年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） ― 2,575,173 ―

純資産の部の合計額から控除する
金額（千円）

― ─ ―

普通株式に係る中間期末（期末）
の純資産額（千円）

― 2,575,173 ―

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末（期末）の普通株
式の数（千株）

― 3,734 ―

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利
益金額

 中間(当期)純利益(千円) 243,786 78,446 493,475

 普通株主に帰属しない 
 金額(千円)

─ ─ ─

 普通株式に係る 
 中間(当期)純利益(千円)

243,786 78,446 493,475

 期中平均株式数(千株) 3,600 3,729 3,606

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益調整額
 (千円)

─ ─ ─

 普通株式増加数(千株) 140 20 138

 (うち新株予約権(千株)) (140) (20) (138)

 希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜
在株式の概要

───── 平成17年６月24日定時
株主総会による新株予
約権（新株予約権の数
1,687個）

─────



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

新株予約権(ストックオプション)の

付与

 平成17年６月24日開催の定時株主

総会及び平成17年10月11日開催の取

締役会決議に基づき、平成17年10月

11日付で当社及び当社子会社の取締

役及び従業員に対して、商法第280

条ノ20及び商法第280条ノ21の規定

に基づき新株予約権の付与(ストッ

クオプション)をいたしておりま

す。その概要は以下のとおりであり

ます。

(1) 新株予約権の発行日 

    平成17年10月11日

(2) 新株予約権の発行数

   1,827個 

   (新株予約権１個につき普通 

      株式100株)

(3) 新株予約権の発行価額 

    無償

(4) 新株予約権の目的たる株式の 

   種類及び数 

    当社普通株式 182,700株

(5) 新株予約権の行使に際しての 

    払込金額 

     １株につき2,610円

(6) 新株予約権の行使により発行 

   する株式の発行価額の総額 

       476,847,000円

(7) 新株予約権の行使期間 

     平成19年７月１日から平成22 

     年６月30日まで

(8) 新株予約権の行使により新株 

    を発行する場合の発行価額の 

    うち資本に組み入れない額

      １株当たり1,305円

(9) 新株予約権の割り当て対象者

    当社取締役６名、当社従業 

     員134名、当社顧問３名及び 

     当社子会社従業員２名

 ─────

 

子会社の設立 

 当社は、平成18年４月24日に株式

会社プロシップフロンティア（資本

金30百万円、出資割合100%）を西日

本における開発拠点を確立すること

を目的とし設立いたしました。同社

は平成18年５月１日付で日本バイナ

ル株式会社に属する事業を譲受けま

した。

 (ア)譲受事業 

   ソフト開発事業及びこれに 

  付帯する事業

 (イ) 譲受資産

科目
金額

（千円）

流動資産

  仕掛品 9,072

固定資産

  有形固定資産

   工具器具備品 1,423

  無形固定資産

   電話加入権 1,067

合計 11,563



前へ 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

新株予約権(ストックオプション)の

付与

 平成17年６月24日開催の定時株主

総会及び平成17年11月９日開催の取

締役会決議に基づき、平成17年11月

９日付で当社従業員(顧問)に対し

て、商法第280条ノ20及び商法第280

条ノ21の規定に基づき新株予約権の

付与(ストックオプション)をいたし

ております。その概要は以下のとお

りであります。

(1) 新株予約権の発行日

   平成17年11月９日

(2) 新株予約権の発行数

   30個

   (新株予約権１個につき普通

株式100株)

(3) 新株予約権の発行価額

   無償

(4) 新株予約権の目的たる株式の種

類及び数

   当社普通株式 3,000株

(5) 新株予約権の行使に際しての払

込金額

   １株につき2,615円

(6) 新株予約権の行使により発行す

る株式の発行価額の総額

   7,845,000円

(7) 新株予約権の行使期間

   平成19年７月１日から平成22

年６月30日まで。

(8) 新株予約権の行使により新株を

発行する場合の発行価額のうち

資本に組み入れない額

   １株当たり1,307円

(9) 新株予約権の割り当て対象者

   当社顧問１名



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度(第37期) (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 平成18年６月26日関東財務

局長に提出 

(2) 臨時報告書 

    平成18年４月３日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報

告書であります。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

株 式 会 社 プ ロ シ ッ プ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロシップ

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３７期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社プロシップの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栗 原   学 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２２日

株 式 会 社 プ ロ シ ッ プ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロシップ

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社プロシップの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 海 野 隆 善 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 栗 原   学 
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